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○港区屋内喫煙場所設置費等助成要綱 

平成２５年３月２９日 

２４港環環第５１０６号 

（目的） 

第１条 この要綱は、一般開放可能な屋内喫煙場所を設置し、又は維持管理する建築物の

所有者等に対し、その経費を区が助成し、受動喫煙防止のための喫煙場所を整備するこ

とにより、区民の快適な生活環境を実現することを目的とする。 

（定義） 

第２条 この要綱において「屋内喫煙場所」とは、国、独立行政法人又は地方公共団体以

外の者が設置する屋内の喫煙場所（壁及び天井で囲まれ、屋外排気設備のある閉鎖系の

構造物（コンテナ型等）を含む。）をいう。 

（助成対象となる喫煙場所） 

第３条 助成対象となる屋内喫煙場所は、次に掲げる要件の全てを満たすものとする。 

（１）屋内喫煙場所の床面積が２．５平方メートル以上で収容人員が２名以上であるこ

と。 

（２）一般に開放していること。 

(３) 利用料が無料であること。ただし、区長が特に認める場合は、この限りでない。 

（４）出入口及び給気口以外には非喫煙区域に対する開口面（隙間）が極めて少なく、

かつ、専ら喫煙のために利用されることを目的とすること。 

（５）たばこの煙が拡散する前に可能な限り吸引し、屋外に排出することができる屋外

排気装置が設置されていること。また、排気したたばこの煙が、人の往来が多い区域

や他の建物の開口部に流入しないよう配慮されていること。 

（６）喫煙場所の出入口において、喫煙場所内に向かう風速が秒速０．２メートル以上

あること。ただし、喫煙場所内から非喫煙スペースに、たばこの煙が逆流しない他の

対策が取られている場合は、この限りでない。 

（７）出入口に扉が設けられていること。 

（８）区が指示する場所（建物の入口等）に、区が指示する内容を記載した案内表示を

するとともに、喫煙場所の名称、所在地等を港区ホームページ等に掲載し、広く一般

に周知することができる状態にあること。 

（９）港区開発事業に係る定住促進指導要綱（平成３年４月２３日３港住住第１２号）

第９条第１項に基づく生活利便施設に該当しないこと。 

(１０)  おおむね１日８時間以上かつ週５日以上運営すること。 

（１１）助成開始後、５年以上継続して運営する予定であること。ただし、区長が特に

必要と認める場合は、この限りでない。 
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（１２）港区環境美化の推進及び喫煙による迷惑の防止に関する条例（平成９年港区条

例第４２号）第１１条第３項に規定する指定喫煙場所としての指定を受けること。た

だし、区長が特に必要と認める場合は、この限りでない。 

（１３）周辺の生活環境の改善に効果があると認められること。 

（１４）法令に抵触せず、公序良俗に反しない形態及び運営であること。 

（助成対象者） 

第４条 助成の対象者は、次に掲げるとおりとする。 

（１）区内の建築物を所有する者 

（２）区内の建築物を使用する者 

（３）区内の所有又は使用する敷地内に喫煙場所を設置しようとする者 

（４）その他区長が必要と認める者 

（助成対象経費及び助成額） 

第５条 助成の対象となる経費は、屋内喫煙場所の設置に係る経費及び維持管理に係る経

費（利用料が無料の場合に限る。）で、別表１に規定する額を毎年度の予算の範囲内で

助成する。ただし、消費税額相当額を含まない。 

２ 別表１の規定により算出した助成金額に千円未満の端数があるときは、これを切り捨

てるものとする。 

３ 設置及び維持管理について、この要綱に基づく助成以外に、別表１に規定する助成対

象経費について他の助成金等が支払われる場合は、その金額を差し引いた額を助成対象

経費の額とする。 

（助成の申請） 

第６条 助成金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、港区屋内喫煙

場所設置費等助成金交付申請書（第１号様式）に別表２に掲げる書類を添えて、区長に

申請しなければならない。 

２ 設置に係る経費の助成は、屋内に設置する場合にあっては建築物１棟につき１回と

し、屋外に設置する場合は同一敷地内につき１回とする。ただし、区長が特に必要と認

める場合は、この限りでない。 

３ 第１項の規定による申請を行うことができる期間は、次のとおりとする。 

（１）設置に係る経費の助成を受けようとする場合 設置工事等の着手前まで 

（２）維持管理に係る経費の助成を受けようとする場合 

ア 助成を申請する最初の年度又は前年度に申請をしていない場合にあっては、助成

を受けようとする維持管理の期間が始まる前まで 
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イ 申請する年度の前年度に既に助成を受けている場合にあっては、原則として申請

する年度の４月１０日（その日が港区の休日を定める条例（平成元年港区条例第１

号）第１条第１項の休日に当たるときは、当該休日の直前の平日）まで 

（審査会） 

第７条 助成金の交付に係る事項について審査を行うため、屋内喫煙場所設置費等助成審

査会（以下「審査会」という。）を設置する。 

２ 審査会に会長を置き、環境リサイクル支援部環境課長をもって充てる。 

３ 審査会の委員は、次に掲げる者をもって充てる。 

（１）助成の申請があった建築物が所在する地区を所管する総合支所協働推進課長 

（２）みなと保健所健康推進課長 

（交付決定） 

第８条 区長は、第６条の規定による申請があったときは、審査会による審査に付すもの

とし、当該審査の結果、助成金の交付が適当であると認めたときは、港区屋内喫煙場所

設置費等助成金交付決定通知書（第２号様式）により、申請者に通知するものとする。

ただし、維持管理に係る経費の交付決定を前年度に受けているものが行う当該経費の助

成の申請については、審査会による審査に代えて、書面審査の方法により交付を決定す

ることができる。 

２ 区長は、前項の規定による交付の決定に当たり、次に掲げる条件を付すことができる。 

  (１)第３条第３号ただし書の規定により、利用料が有料の喫煙場所を設置する場合

は、交付決定年度からの継続した５年間は、毎年、当該喫煙場所の年間収支報告書

を、区長が指定する期日までに提出しなければならない。 

  (２)その他必要と認める事項 

３ 区長は、第１項の審査の結果、助成金を交付しないことと決定したときは、港区屋内

喫煙場所設置費等助成金不交付決定通知書（第３号様式）により、申請者に通知するも

のとする。 

（助成金の請求及び交付） 

第９条 前条第１項の規定による通知を受けた者（以下「交付決定者」という。）は、港

区屋内喫煙場所設置費等助成金交付請求書（第４号様式）により助成金を請求するもの

とする。 

２ 前項の規定による請求があったときは、区長は、交付決定者に助成金を交付するもの

とする。 
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（変更の申請） 

第１０条 交付決定者は、交付決定を受けた経費の配分を変更しようとするとき又は交付

申請の内容を変更しようとするときは、速やかに港区屋内喫煙場所設置費等助成金変更

申請書（第５号様式）を区長に提出し、その承認を受けなければならない。ただし、軽

微なものについては、この限りでない。 

２ 区長は、前項の規定による変更申請があったときは、その変更内容を審査し、適当と

認めるときは、港区屋内喫煙場所設置費等助成金変更決定通知書（第６号様式）によ

り、交付決定者に通知するものとする。 

３ 区長は、前項の規定による審査の結果、その内容が不適当であると認めるときは、港

区屋内喫煙場所設置費等助成金変更不承認通知書（第７号様式）により、交付決定者に

通知するものとする。 

４ 第２項の規定による通知を受けた交付決定者は、前条の規定により交付を受けた金額

が、第２項の規定により通知を受けた決定金額に対し不足する場合は、港区屋内喫煙場

所設置費等助成金交付請求書（第４号様式）により、当該不足する額の助成金を請求す

るものとする。 

５ 前項の規定による請求があったときは、区長は、交付決定者に不足する額に係る助成

金を交付するものとする。 

（中止の届出） 

第１１条 交付決定者は、設置を中止しようとするときは、速やかに港区屋内喫煙場所設

置中止届出書（第８号様式）を区長に提出しなければならない。 

（実績報告） 

第１２条 交付決定者は、当該交付決定のあった年度内において事業を完了し、当該事業

の完了後、区長が指定する期日までに港区屋内喫煙場所設置費等助成金実績報告書（第

９号様式）に次に掲げる書類を添えて、区長に届け出なければならない。 

（１）設置に係る費用の助成を受けた場合 

ア 設置工事等に係る領収書又はそれと同等と認められるもの 

イ 設置に係る経費の内訳 

ウ 設置した喫煙場所の位置、面積、仕様、換気扇等の設備、備品等の詳細を確認で

きる写真（工事終了後速やかに撮影したもの） 

エ 港区屋内喫煙場所設置費等助成金交付申請書で計画した施工内容と実際に施工し

た内容が相違ないことを説明する書類 

オ 第３条第１項第３号から第６号の要件を確認できる書類 

カ 第５条第３項に規定する他の助成金等が支払われる場合は、その金額及び内訳が

分かるもの 
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キ その他区長が必要と認める書類 

（２）維持管理に係る経費の助成を受けた場合 

ア 維持管理に係る領収書又はそれと同等と認められるもの 

イ 維持管理に係る経費の内訳 

ウ 喫煙場所の外観及び喫煙場所の内部を確認できる写真（現況が分かるもの） 

エ 利用人数及び実施の効果等の利用状況を報告するもの 

オ 第５条第３項に規定する他の助成金等が支払われる場合は、その金額及び内訳が

分かるもの 

カ その他区長が必要と認める書類 

（助成金の額の確定） 

第１３条 区長は、前条の実績報告書の提出を受けたときは、その内容を審査し、交付要

件に適合すると認めるときは、助成金の額を確定し、港区屋内喫煙場所設置費等助成金

交付額確定通知書（第１０号様式）により、交付決定者に通知するものとする。 

（喫煙場所の廃止） 

第１４条 交付決定者は、助成開始後、５年以内に屋内喫煙場所を廃止する場合は、廃止

する日の３０日前までに、港区屋内喫煙場所設置費助成金廃止届出書（第１１号様式）

を区長に提出しなければならない。ただし、区長が特に必要と認める場合は、この限り

でない。 

（交付決定の取消し） 

第１５条 区長は、次の各号のいずれかに該当すると認める場合は、審査会による審査に

付すものとし、当該審査の結果を踏まえ、助成金の交付決定の全部又は一部を取り消す

ことができる。 

（１）虚偽その他不正な手段により、助成金の交付決定を受けたとき。 

（２）助成金を他の用途に使用したとき。 

（３）法令又はこの要綱の規定に違反したとき。 

（４）予定の期間内に着手しないとき。 

（５）第１２条に規定する実績報告書が、指定する期日までに提出されないとき。 

（６）第３条の要件を欠くこととなったとき又は第４条の助成対象者でなくなったとき。 

（７）第１１条の届出があったとき。 

（８）前条の届出があったとき。 

（９）港区暴力団排除条例（平成２６年港区条例第１号）第１２条第２項の規定に基づ

き、助成金の交付が暴力団の活動を助長し、又は暴力団の運営に資すると認められる

とき。 

（１０）その他助成決定の内容又はこれに付した条件に違反したとき。 



- 6 - 

２ 前項第６号から第８号までの規定により、助成金の交付決定を取り消した場合におい

て、設置に係る経費の助成金交付決定者の取消割合は、原則として別表３のとおりとす

る。この場合において、１円未満の端数が生じたときは、当該端数を切り捨てるものと

する。 

３ 区長は、第１項の規定により助成金の交付決定を取り消したときは、港区屋内喫煙場

所設置費等助成金交付決定取消通知書（第１２号様式）により、速やかに交付決定者に

通知するものとする。 

（助成金の返還） 

第１６条 区長は、前条の規定により助成金の交付決定を取り消した場合において、既に

その取消しに係る部分の助成金が交付されているときは、期限を定めてその返還を命ず

るものとする。 

２ 区長は、第９条の規定により既に交付した額が、第１０条の規定により変更交付決定

した額を超えている場合は、その超過した部分について返還を命ずるものとする。 

３ 区長は、第９条又は第１０条の規定により既に交付した額が、第１３条の規定により

確定した交付すべき助成金の額を超えている場合は、その超過した部分について返還を

命ずるものとする。 

４ 区長は、前３項の規定により助成金の返還を命ずるときは、港区屋内喫煙場所設置費

等助成金返還命令書（第１３号様式）により、交付決定者に通知するものとする。 

５ 第１項の規定にかかわらず、区長は、やむを得ない理由があると認めるときは、返還

額の全部又は一部について、その返還を免除することができる。 

（調査等） 

第１７条 区長は、この要綱による助成金の交付を受けようとする者又は助成金の交付を

受けた者に対し、必要な調査を行い、又は資料の提出を求めることができる。 

（その他） 

第１８条 この要綱に定めるもののほか、助成金の交付に関しては、港区補助金等交付規

則（昭和４８年港区規則第４号）の定めるところにより、その他必要な事項は、区長が

別に定める。 

付 則 

この要綱は、平成２５年４月１日から施行する。 

付 則 

この要綱は、平成２６年４月１日から施行する。 

付 則 

１ この要綱は、平成２７年４月１日から施行する。 
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２ この要綱の施行の際、既に設置されている屋内喫煙所に係る第５条第４項第２号の規

定の適用については、平成２８年１月１５日までに申請があったものに限り、この要綱

の施行の日において助成の申請があったものとみなす。 

付 則 

この要綱は、平成２８年４月１日から施行する。 

付 則 

この要綱は、平成２９年４月１日から施行する。 

付 則 

この要綱は、令和２年４月１日から施行する。 

  付 則 

この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 

付 則 

この要綱は、令和６年４月１日から施行する。 

 

別表１（第５条関係） 

（１）設置に係る経費 

１ 面積 ２ 上限額 ３ 助成対象経費 ４ 補助率 

（１）２.５m２以上 

５m２未満 
２,０００千円 

設置に係る経費のうち、工事

費、設備費、備品、機械装置

費等 

１０分の１０

（２）５m２以上 

１０m２未満 
 ４，０００千円 

（３）１０m２以上 

１５m２未満 
 ６，０００千円 

（４）１５m２以上 

２０m２未満 
８，０００千円 

（５）２０m２以上 １０，０００千円

（６）２.５m２以上５m２

未満の屋外密閉型喫煙

場所（コンテナ型等）

５，０００千円 

（７）５m２以上の屋外

密閉型喫煙場所（コンテ

ナ型等） 

１０，０００千円
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（２）維持管理に係る経費 

１ 上限額 ２ 助成対象経費 ３ 補助率 

年額１，５００千円 

※ただし、助成決定期間が

１年間に満たない場合は、

１２.５千円に決定月数（１

か月に満たない月がある場

合は、当該月については日

割りで算出）を乗じた金額

を上限とする。 

維持管理に係る経費のうち、電気代、空

気清浄機の保守、火災保険料、清掃・ご

み処理委託経費等 

１０分の１０ 

別表２（第６条関係） 

１ 設置に係る経費の助成を受けようとする場合 

（１）建物の所有者にあっては喫煙場所の用に供する部分を含む建物の登記事項証明書

（発行後３か月以内のもの） 

（２）建物又はその一部の使用者にあっては、賃貸借契約書の写し 

（３）所有し、使用する敷地内に喫煙場所を設置しようとする者にあっては、設置予定

敷地の所有者又は使用者であることを証明できる書類 

（４）建築確認を要する既設の建築物内に設置する場合にあっては、当該建築物の確認

済証又は建築確認通知書の写し又は建築確認年月日が確認できる書類。ただし、区長

が特に認める建築物はこの限りではない。 

（５）喫煙場所を設置しようとする場所の工事前の写真（申請日から３か月以内に撮影

したもの） 

（６）設置しようとする喫煙場所の位置、面積、仕様、換気扇等の設備、排気先の位置

を示すもの、利用可能な人数その他喫煙場所の詳細を確認できる資料 

（７）設置に係る施工業者等からの見積書の写し 

（８）建物の区分所有等に関する法律（昭和３７年法律第６９号）第２条第１項第２号

に規定する区分所有者（以下「区分所有者」という。）にあっては、喫煙場所を設置

することについての当該建築物のその他の区分所有者の同意を確認できるもの 

（９）建物又はその一部の使用者にあっては、喫煙場所を設置することについての当該

建築物の所有者の同意を確認できるもの 

（１０）第５条第３項に規定する他の助成金等が支払われる場合は、その金額及び内訳

が分かるもの 
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(１１) 第３条第３号ただし書の規定により、利用料が有料の喫煙場所を設置する場合

は、収支予定金額の内訳とその算出根拠が分かるもの 

（１２）その他区長が必要と認める書類 

２ 維持管理に係る経費の助成を受けようとする場合（助成を申請する最初の年度又は前

年度に申請をしていない場合） 

（１）所有者にあっては喫煙場所の用に供する部分を含む建物の登記事項証明書（発行

後３か月以内のもの。ただし、設置に係る経費の助成を受け、１（１）で提出したも

のが、維持管理に係る経費の助成申請時に発効後３か月以内である場合は、その写し

をもって代えることができる。）又は喫煙場所の権利関係を証明できる書類 

（２）建物若しくは土地又はこれらの一部の使用者にあっては、賃貸借契約書の写し 

（３）建築確認を要する建築物にあっては、当該建築物の確認済証又は建築確認通知書

の写し又は建築確認年月日が確認できる書類。ただし、区長が特に認める建築物はこ

の限りではない。 

（４）運営計画書 

（５）維持管理に係る経費の予定金額の内訳とその算出根拠が分かるもの 

（６）建物の外観写真及び喫煙場所の写真（現況が分かるもの） 

（７）喫煙場所の位置、面積、仕様、換気扇等の設備、排気先の位置を示すもの、利用

可能な人数その他喫煙場所の詳細を確認できる資料 

（８）第５条第３項に規定する他の助成金等が支払われる場合は、その金額及び内訳が

分かるもの 

（９）その他区長が必要と認める書類 

３ 維持管理に係る経費の助成を受けようとする場合（申請する年度の前年度に既に助成

を受けている場合） 

（１）初年度に提出したものから、内容を変更した書類等 

（２）その他区長が必要と認める書類 

別表３（第１５条関係） 

区分 取消割合 

４年以上５年未満に事業を廃止 補助総額の１／５に係る交付決定を取り消す。

３年以上４年未満に事業を廃止 補助総額の２／５に係る交付決定を取り消す。

２年以上３年未満に事業を廃止 補助総額の３／５に係る交付決定を取り消す。

１年以上２年未満に事業を廃止 補助総額の４／５に係る交付決定を取り消す。

設置完了前の中止、取消し又は１年未満

に事業を廃止 
補助決定の全部を取り消す。 

 


